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概要– 本研究では，エージェントベースのアプローチを採用し，これまでに明らかにされた AEDの使用状況の
分析結果を活用して，住民として表現されたエージェントに AEDを使用するに至る経緯を確率的イベントとして
適用することで，現実世界における AEDの利用状況を再現するシミュレーションモデルの構築を目指す．本研究
では，心原性心停止の発生から目撃，AEDおよび心肺蘇生を含む処置，搬送，病院収容，診療終了までの一連の
転帰に関連するプロセスを構築することによって，AEDの最適な配置について提案することを目的とする．また，
将来に起こりうる現象を想定して，AEDに関する政策評価を行う際の評価ツールとして活用されることを目指す．
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1 はじめに

1.1 背景

我が国の病院外における心原性心停止は年間約 7万
件発生しており，病院外救急システムを充実させてい
くことが重要な課題となっている 1)．病院外で目撃さ
れた心停止症例に対し，その場に居合わせた人が早期
に心肺蘇生と除細動を行えば高い生存率が得られるこ
とが明らかにされている 2)．また，救命率の向上のた
めにはその場に居合わせた市民による早期除細動は極
めて重要であり，一般市民による除細動の促進は，多く
の地域で導入され，その有効性が示されている．近年，
救急隊の出動件数は平成 16年より年間 500万件を超
える膨大な数に達しており，2010年は，前年と比べて
6.7%増の 546万 3,201件と過去最高の出動件数となっ
た．この増加率は，平成 7年の増加率 (7.6%)以来，15
年ぶりの高い伸び率である 3)．中でも急病による出動
が 73%と最も多く (前年より 248,814 件増)、急病のう
ち，心疾患による死亡割合は全体の 38.5%と最も高い
値を示している．いずれも 1963年に救急業務が始まっ
て以来，最多となっている．また，通報を受けてから
救急車が現場に到着するまでの平均時間は 7.9分 (前年
比 10秒遅延)，病院に収容するまでの平均時間も 36.1
分 (前年比 1分 20秒長)と過去最長となっており，救
急需要の増大が住民の救命率の低下に影響を与えるこ
とが危惧されている．一方で住民の安心・安全を確保
するためには，限られた人的，物的資源を効果的・効
率的に運用する必要がある．我が国の AEDの設置は
医療機関や各自治体，個人などのイニシアチブによる
のが現状で統制が図られていない．我が国では，2004
年 7月から AEDによる一般市民の除細動が許可され，
非医療施設での AEDの普及台数および，市民による
除細動症例の社会復帰率は急速に増加を認め，AEDの
使用状況の詳細も明らかとなっている．市民のAED使
用の効率性を高める上でも，AEDの効率的設置及び運
用に向けたシミュレーションを用いた検証は，病院外
救急システムを充実させていくうえで，極めて重要で
ある．

1.2 目的

本研究では，これまでのAED設置及び普及に関する
背景を踏まえつつ，エージェントベースのアプローチ
を採用し，これまでに明らかにされたAEDの使用状況
の分析結果を活用して，住民として表現されたエージェ
ントに AEDを使用するに至る経緯を確率的イベント
として適用することで，現実世界におけるAEDの利用
状況を再現するシミュレーションモデルの構築を目指
す．本研究では，心原性心停止の発生から目撃，AED
および心肺蘇生を含む処置，搬送，病院収容，診療終
了までの一連の転帰に関連するプロセスを構築するこ
とによって，AEDの最適な配置について提案すること
を目的とする．また，将来に起こりうる現象を想定し
て，AEDに関する政策評価を行う際の評価ツールとし
て活用されることを意識する．

2 モデル
2.1 モデルの概要

本研究では、1つの自治体を表現した仮想都市モデル
において，その自治体に住む住民をーエージェントと
見立てたシミュレーションモデルを構築する．このモ
デルにおいては、エージェントが住む複数の地区を，現
実世界の行政境界に従ってモデル内に空間を定義する．
また，教育施設や文化施設，商業施設も現実世界の存
在数に合わせて定義する．仮想都市で生活するエージェ
ントは，通勤や通学，買い物などの日常行動を取るこ
とを基本とし，その行動とともに仮想都市内を移動す
る．この日常行動を取る中で、確率的に心配停止症例
を起こすことによって，どこでどの時刻にAEDを使用
されるかの可視化を試みる．これまでの統計分析によ
り，年齢別の心停止症例の発生件数，心停止症例の発
見件数，心肺蘇生の有無，心肺蘇生までの時間，AED
の利用状況など，心停止症例発生からその後の治療経
緯にまつわる分析内容をエージェントの行動として実
装を試みる．合わせて，どこに配置された AEDの使
用頻度が高く，また，どこの AEDの使用頻度が少な
いかの検討も試みる．AEDには使用期限が定められて
おり，AEDの交換に際しては，シミュレーションの結
果を考慮して設置場所を検討できるだけの判断材料を
シミュレーション結果から提供することを目指す．そ
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の他，心配停止症例に該当したエージェントについて
は，発見されるかされないか、救急隊の処置を受けら
れか受けられないか，医療機関にどのくらいの時間で
搬送されるかを考慮した状態遷移をモデルで実装する
ことで，心配停止症例発生後の経緯も可視化を行う．な
お，モデルの構築手法については，エージェントベー
スのアプローチを採用し，社会シミュレーション言語
SOARSを用いて構築する．以降，設計するモデルの詳
細について説明する．

2.2 場の定義

モデルの場については，AEDを利用する可能性があ
る住民が生活する場と AEDの設置場所から構成する．
AEDを利用する可能性がある住民が生活する場は，標
準地域メッシュの 4次メッシュ（500m四方）を利用す
ることとし，日本全国をモデルの場の対象とする．各
メッシュは，5歳刻みの性別を区別しない人口を属性値
として持つ．後述するエージェントは，各メッシュに
おける 5歳刻みの性別を区別しない人口をもととして，
年齢区分を持った状態で定義する．なお，各メッシュ
で生活する住民の居住地については，該当メッシュの
重心に居住地を構えるものとする. Fig. 1は，大阪市周
辺の 4次メッシュの境界を表す．この 1つ 1つのメッ
シュの重心にて住民が存在していることとする．

Fig. 1: 大阪市周辺 4次メッシュ

AEDに関しては，厚生労働省のAEDの適切な管理
等の実施に関する政策によると，AEDの設置場所に関
する情報の共有が必要であることの説明がされており，
一般財団法人日本救急医療財団を通じた AED設置情
報の共有を行っている（Fig. 2 参照）4) 5)．

Fig. 2: 財団全国 AEDマップ 5)

一般財団法人日本救急医療財団によれば AEDの登
録は義務ではなく，設置者の裁量に任せられている．そ
のため，全国AEDマップで表示されるAEDが日本全
国に設置されている AEDではない．自治体によって
は，独自に自治体に設置されている AEDの情報を公
開しているところもあるが，全ての自治体で公開がさ
れているわけでもない．本研究では，AEDに関する情
報は，全国AEDマップで得られる情報を利用すること
とした．なお，各AEDは台数，設置施設種別区分と精

度情報を属性値として持つ（Table 1 参照）．設置施設
種別区分は，例えば「消防・海保・防衛関係施設」「医
療施設」や「学校・保育施設」があり，16区分となる．

Table 1: AEDの精度 5)

精度 説明
A 「点検担当者の配置あり」、 「新規登録日

（情報更新日を含む）から 2年未満」及び「ピ
ンの移動歴あり」

B 「点検担当者の配置あり」及び「新規登録
日（情報更新日を含む）から 2年以上 4年
未満を経過」、ただし、ピンの移動歴は問わ
ない

C 「点検担当者の配置なし」又は「新規登録
日（情報更新日を含む）から 4年以上を経
過」

なお，大阪市周辺を例にとると，4次メッシュとAED
設置の状況は，Fig. 3のようになる．この情報をSOARS
で読み込み既述した情報を持つモデルの場として定義
する．その他，エージェントとなる住民の行動にも依
存するが，日常生活の中で移動先となる学校や商業施
設，事業所についての情報については，施設情報であ
れば国土数値ダウンロードサービス 6)及び事業所につ
いては e-Stat政府統計の総合窓口 7)より情報を取得し
てモデルの場へ反映する．

Fig. 3: 大阪市周辺 AEDマップ

2.3 エージェントの定義

AEDを利用する可能性のある住民を，本モデルにお
ける意思決定主体となるエージェントとして定義する．
エージェントは，属性値として 5歳刻みの年齢区分を
持つ．また，エージェントは，場の 4次メッシュが持
つ 5歳刻みの性別を区別しない人口をもとにして該当
する 4次メッシュの重心に生成されるものとする．な
お，全エージェント数が多くなる場合は，エージェント
数のスケールダウンが行えるようにする．以下，エー
ジェントの具体的な行動を説明する．

2.3.1 エージェントの日常行動

本モデルにおけるエージェントは，常に居住区とな
る 4次メッシュの重心に位置するのではなく，仕事や
学業の時間帯であれば勤務先となる事業所や学校に移
動する．また，買い物をするのであれば，近隣の商業
施設に向かう．その他，行動分類に応じて該当する施
設もしくは施設のある 4次メッシュに時間帯に合わせ
て移動する行動をとる．このエージェントの時間帯別
の行動内容については，国民生活時間調査 2010の調査
結果をもとに人の生活行動決定モデルを構築した川村
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OHCA in Osaka city from January 1, 2007 to December 31, 2011.

n =12,621 No resuscitation 

attempted

n = 1,152

Population at risk in Osaka city

N = 2,665,314

1-month survival

n = 68 (51.9)

Unimpaired n = 61 

Moderately impaired n = 4 

Severely impaired n = 3 

Death n = 64 

AED group

n = 131 (3.0%)

Non-AED group

n = 4243 (97%)

1-month survival

n = 352 (8.3)

Unimpaired n = 194 

Moderately impaired n = 71 

Severely impaired n = 87 

Death n = 3891 

Arrest not witnessed and 

unknown

n = 6,873
Arrest witnessed by bystanders

n = 4596

Cardiac origin with witnessed and bystander 

CPR

n =4374 (95%)

resuscitation attempted

n = 11,469

Fig. 4: 心肺停止からのプロセス

らの研究を参考に，エージェントの日常行動モデルを
設計する 8)．

2.3.2 エージェントのAED利用に関する行動

AED を使用しなければならない心原性心停止の発
生，及びその目撃から心肺蘇生を含む処置，搬送，医
療機関への収容，診療終了までの統計的情報について
は，ウツタイン大阪プロジェクト 9)にて収集されてい
る基礎データを基とした．ここでのデータより，大阪
市の全人口を対象に，心肺停止の事例発生数，蘇生施
工有無，心原性心停止の発生数，AEDを利用数などが
得られる．これらの情報をもとに，心停止事例の発生
からのプロセスを表現する．各プロセスの事例数につ
いては，Fig. 4に示す．
Fig. 4からは，各状態への遷移確率が事例数に応じ

て設定することができる．そのため，日常生活を送って
いる中で，確率的に心肺停止の事例を発生させ，その
後のプロセスをたどることでどの地域のどの AEDが
利用される可能性があるかを可視化することが可能に
なる．

3 今後の展開
これまで，公衆衛生や医療の分野においては，治験

データや医療統計データ，保険点数などを活用した振
り返りに重点が置かれた研究内容が多く行われてきた．
つまり，得られた情報（データ）から，どのようなこ
とに原因があったのか，どのような現象が起きていた
のか，何と何に相関があるのかといった内容を明らか
にするといった内容の研究が行われてきている．本研
究で取り上げるAEDについても，AEDの設置に関す
る政策や AEDの利用状況の統計情報を分析すること
で，AEDの利用率の向上や心肺停止事例が発生した際

の AEDが与える影響及びその患者の治療経緯という
ものが明らかになってきている．

特に，AEDに関する統計情報を分析した関連研究に
おいて多く共通している内容は，得られた分析結果を
活用して今後の AEDのあり方を検討する際に，統計
分析のアプローチだけでは限界が存在することを指摘
している点である．これは，統計分析だけでは，AED
の設置基準，利用のされ方，AEDの配置の検討などの
今後のあり方に関する分析を行う際に，別の手法を検
討せざるを得ないことを意味しており，事実エージェ
ントベースのアプローチを利用した研究が期待されて
いる．

本研究においては，このような背景も含め，これま
での AEDに関する関連研究と，AEDに関する統計情
報を活用して，エージェントベースのアプローチを採
用した AEDの最適配置に関するシミュレーション研
究の可能性を検討してきた．すでに AEDの利用率に
ついては，統計的情報が集められており，AEDを利用
する起因となる心肺停止からの処置プロセスがマルコ
フ過程（Fig. 4）で示すことが可能であることが判明し
た．つまり，AEDを利用する可能性のある人間をエー
ジェントとして捉えることで，その後の状態遷移が記
述できるということである．また，心肺停止について
は，常に居住地区で発生するわけではなく，行動の内
容（例えば，スポーツをしている）に応じて，その発
生確率にブレが生じるものの，日常生活の中で発生す
るものである．エージェントに日常生活の行動モデル
を反映することによって，モデルでは日常生活中に心
肺停止事例を確率的に発生させ，その後の治療プロセ
スを見える化するとともに，どのような地域，時間帯，
行動中に AEDを使うことになったのかを検討するこ
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とが可能になるさらに，AED の 6 年という耐久性を考
慮すると，数年後の AED 寿命や年齢層の変化による
利用状況の変化や，それに伴う AED の設置に関して
の検討を行えることが，本研究で構築予定のモデルが
貢献できる最大の内容と考える．
本研究において構築するモデルが、AED を必要とす

る人々およびそれに関わる人々、AED に関する政策な
どに指針となる情報を提供できるものとなることを期
待する．
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